
※前事業年度及び当該事業年度の計画及び実績の額、翌事業年度の計画の額を記載してください。

円695,444,624 594,366,695543,555,903

9,071,620 円

３．当該事業年度末日の公益目的財産残額

注：詳細は、別紙様式に個別の実施事業等ごとに記載してください。

1,301,263,671

円

円 448,842,432円

実績

当該事業年度

【公益目的支出計画の状況】

令和8年3月31日
公益目的支出計画の
完了予定事業年度の末日

前事業年度

①．計画上の完了見込み

②．①より早まる見込みの場合

公益目的収支差額

円

【別紙２：公益目的支出計画実施報告書】

円

公益目的支出の額

実施事業収入の額

公益目的財産残額 638,269,374

1,301,263,671

翌事業年度

③当該事業年度の実施事業収入の額

6,010,200

円

円

円

757,707,768

103,785,091

9,071,620

１．公益目的財産額

２．当該事業年度の公益目的収支差額（①＋②－③）

②当該事業年度の公益目的支出の額

公益目的財産額 円

円

円 円

605,819,047

99,073,527

円

円

円

円

円

1,301,263,671

852,421,239

103,785,091

9,071,620

平成31年4月1日

円

計画

1,301,263,671

4,130,460

105,208,389

実績

円

計画

円

円

円

1,301,263,671

662,994,297

103,785,091

計画

円

706,896,976

２．公益目的支出計画実施報告書

円

収入面では、計画作成時に比べ、その他受託収入や受取負担金で約29万円増加となったものの、厚労省からの建設雇用改善助成
金の助成対象範囲が狭くなったため助成金が約523万円減少した。結果、494万円減の413万円となった。支出面では計画作成時に
比べ退職・人事異動に伴う人件費が約300万円減少したが、事務費においては消耗什器備品費や負担金、諸謝金、会議費の増大
により約442万円増加した。結果、142万円増の1億520万円となった。

まで）の概要】令和2年3月31日から

706,896,976 円

令和 元 年度（【

円

105,208,389

4,130,460

４．２の欄に記載した額が計画に記載した見込み額と異なる場合、その概要及び理由注

1,301,263,671 円

円

円

594,366,695

①前事業年度末日の公益目的収支差額 605,819,047



(1) 計画記載事項

事業の概要

①　当該事業に係る公益目的支出の見込額 103,785,091 円

(２)〔公益目的支出計画実施報告書〕

【実施事業（継続事業）の状況等】 （事業単位ごとに作成してください。）

事業番号 事業の内容

継 1

建設業の堅実な発展を目的とした雇用改善推進事業・調査研究事業・研修事業・情報収集提供事業・表章事業・危
機管理事業

　別紙記載の通り

②　当該事業に係る実施事業収入の額 4,130,460 円

③　（①－②）の額 101,077,929 円

①及び②に記載した額が計画に記載した額と異なる場合、その内容及び理由注1

収入面では、計画作成時に比べ、その他受託収入や受取負担金で約29万円増加となったものの、厚労省からの建設雇用改善助成
金の助成対象範囲が狭くなったため助成金が約523万円減少した。結果、494万円減の413万円となった。支出面では計画作成時に
比べ退職・人事異動に伴う人件費が約300万円減少したが、事務費においては消耗什器備品費や負担金、諸謝金、会議費の増大
により約442万円増加した。結果、142万円増の1億520万円となった。

②　当該事業に係る実施事業収入の見込額 9,071,620 円

(2) 当該事業年度の実施状況

事業の実施状況について

①　当該事業に係る公益目的支出の額 105,208,389 円

　別紙記載の通り

④　当該事業に係る損益計算書の費用の額 105,208,389 円

⑤　当該事業に係る損益計算書の収益の額 4,130,460 円



円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

株式会社四日市建
設協会（361株）

270,750 270,750

株式会社四日市建
設協会（601株）

450,750 450,750

桑員建設事業協同
組合（502株）

502,000 502,000

ロ 7
株式会社四日市建
設協会（19360株）

10,680,915 10,680,915
計画記載通り引き続き当該事
業で使用

桑員建設事業協同
組合（192株）

192,000 192,000

桑員建設事業協同
組合（1417株）

1,417,000 1,417,000

ロ 5
東日本建設業保証
株式会社（4262株）

2,131,000 2,131,000
計画記載通り引き続き当該事
業で使用

ロ 6
桑員建設事業協同
組合（1466株）

1,466,000 1,466,000
計画記載通り引き続き当該事
業で使用

ロ 4
三重信用金庫（1000
口）

50,000 50,000
計画記載通り引き続き当該事
業で使用

三重県中小企業共
済出資金（1口）

100 100

ロ 2
三重県火災協同組
合（4115口、現金81
円）

411,581 411,581
計画記載通り引き続き当該事
業で使用

ロ 3
三重県火災協同組
合（450口、現金60
円）

45,060 45,060
計画記載通り引き続き当該事
業で使用

イ 2
土地(熊野市井戸町
井土351）

61,838,300 61,838,300
計画記載通り引き続き当該事
業で使用

ロ 1
東日本建設業保証
株式会社（2000株）

787,500 787,500
計画記載通り引き続き当該事
業で使用

134,990,810
計画記載通り引き続き当該事
業で使用

資産の名称
時価評価資産の
算定日の時価

移行後に
取得した場合の

取得価額

前事業年度末日
の帳簿価額

イ 1
土地（津市桜橋二丁
目177-2）

134,990,810

番号注2 当該事業年度
末日の帳簿価額

使用の状況

注1：この事業に係る公益目的支出の額等の変更が、公益目的支出計画全体の実施に影響を与えるか否かについても記載してください。

(3) 実施事業資産の状況等

株式会社四日市建
設協会（50株）

37,500 37,500



円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

平成28年度建設業
参入支援事業契約
保証金

0 0
委託事業終了により保証金返
金される。

注2：算定日に有していた資産については、移行認可申請書（別表Ａ公益目的財産額の算定）に記載した資産の番号（イ1、ロ2・・a１・など）を記載し
てください。

ｂ 4 保証金 5,486,004 1,486,004
計画記載通り引き続き当該事
業で使用

建設業人材定着事
業委託契約保証金

0 0
委託事業終了により保証金返
金される。

ｂ 2 図書館ビデオテープ 1 1
計画記載通り引き続き当該事
業で使用

ｂ 3 電話加入権 762,400 762,400
計画記載通り引き続き当該事
業で使用

ｂ 1 図書館図書 67,025,413 67,025,413
計画記載通り引き続き当該事
業で使用

什器備品 1,801,360 1,741,465

a 3 車両および運搬具 16,144 16,144
計画記載通り引き続き当該事
業で使用

a 4 什器備品 2,103,764 2,086,476
計画記載通り引き続き当該事
業で使用

a 1 建物および附属設備 157,856,563 146,503,906
計画記載通り引き続き当該事
業で使用

a 2 構築物 684,239 611,877
計画記載通り引き続き当該事
業で使用

ロ 11
株式会社松阪建設
業会館（25206株）

15,962,800 15,962,800
計画記載通り引き続き当該事
業で使用

株式会社松阪建設
業会館（1642株）

410,500 410,500

ロ 9
株式会社鈴鹿地区
建設会館（43660株）

21,830,000 21,830,000
計画記載通り引き続き当該事
業で使用

ロ 10
株式会社津建設会
館（35524株）

16,205,001 16,205,001
計画記載通り引き続き当該事
業で使用

建物および附属設備 211,518,000 208,884,073

ロ 8
三重県勤労者福祉
センター（20口）

100,000 100,000
計画記載通り引き続き当該事
業で使用



円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

その他受託収入 1,670,000 1,670,000
各種試験・講習会に係る実施経費負担金・事務手数料であり、事業実施の
収入とする。

その他 105,208,389 105,208,389 異なる費用がないため、同額である。

受取負担金 449,660 449,660 三重県建築賞経費分担金であり、事業実施の収入とする。

計 4,130,460 4,130,460

注4：①と②が同額である場合には、「科目」欄を「その他」として、まとめた額を①及び②欄に記載してもかまいません。

計 105,208,389 105,208,389

注3：実施事業収入の額の算定の記載事項について、必要な説明書類を添付してください。

【公益目的支出の額の算定について】
①「損益計算書の費用の額」に対応した②「公益目的支出の額」を記載し、その算定に当たっての考え方を記載してください。

損益計算書の科目
①損益計算書
  の費用の額

②公益目的
　支出の額

②の額の算定に当たっての考え方

受取民間助成金 2,010,800 2,010,800 建設雇用改善助成金であり、事業実施の収入とする。

【実施事業収入の額の算定について】
①「損益計算書の収益の額」に対応した②「実施事業収入の額」を記載し、その算定に当たっての考え方を記載してください。

損益計算書の科目
①損益計算書
  の収益の額

②実施事業
　収入の額

②の額の算定に当たっての考え方

注4

注3



「公益目的支出計画実施期間中の収支の見込み」の備考欄に記載した多額の借入や施設の更新、高額財産の取得・処分等の活動を実施し
た場合は、公益目的支出計画に与えた影響を記載してください。また、「公益目的支出計画実施期間中の収支の見込み」の備考欄に記載し
たもののうち、計画内容に変更があった場合に、変更の内容、その理由及び公益目的支出計画に対する影響を記載してください。
また、「公益目的支出計画実施期間中の収支の見込み」の備考欄に記載したもの以外で、法人全体の財務に大きな影響を与える活動を新た
に予定する場合は、その内容、理由及び公益目的支出計画に対する影響を記載してください。なお特に記載すべき内容がない場合はその旨
記載してください。

注2：

注1： その他の主要な事業として、「公益目的支出計画実施期間中の収支の見込み」に記載した事業のうち、その事業の内容や実施方法に変更が
あった場合に、事業番号、変更の内容、その理由及び公益目的支出計画の実施に対する影響を記載してください。
また、新たにその他の主要な事業を開始した場合は、その旨、当該事業の概要及び公益目的支出計画の実施に対する影響を記載してくださ
い。なお特に記載すべき内容がない場合はその旨記入してください。

実施内容（計画の変更内容）及び公益目的支出計画の実施に対する影響等注２

　該当なし

変更の内容及び公益目的支出計画の実施に対する影響等注１

(1) その他の主要な事業について

別表Ａ〔公益目的支出計画実施報告書〕

【公益目的支出計画実施期間中の収支の見込みについて】

　該当なし

(2) 資産の取得や処分、借入について



円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

当期増加額 目的

当期減少額

期末の価額

目的使用

0
退去時に保証金を返
金するため

0 0

0

当期減少額

期末残高

1 会館入居保証引当金

期末残高

0

18,500,000

0

その他

1 職員退職金引当金 41,672,475 1,090,000
職員の退職給付に
備えるため

4,833,807

番号 目的

18,500,000

番号 引当金の名称 期首残高 当期増加額 目的

注：算定日において、退職給付会計導入に伴う変更時差異の未処理額を公益目的財産額から控除した場合につ
　　いては、当該未処理額は記載不要です。なお特に記載すべき内容がない場合は空欄のままにしてください。

(2) (1)以外の引当金のうち、算定日において計上していたもの

(3)「その他支出又は保全が義務付けられているもの」としたもの
注

その他

その他

目的使用
番号 財産の名称 期首の価額

事業

区分 番号

別表Ｂ〔公益目的支出計画実施報告書〕

【引当金等の明細】

(1) 実施事業に係る引当金

引当金の名称
当期減少額

目的使用
期首残高 当期増加額

37,928,668

0

0

0


